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流域治水およびカーボンニュートラルに資する   
ダム再生技術の研究開発拠点

〜ダムを、「賢く」、「増やして」、「永く」使うために〜
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降雨激化

気候変動

ダムに対
する過信
と不信

防災 &

カーボン
ニュートラ

ル

インフラ
老朽化

持続的
管理

H30(2018) 西日本豪雨
R1(2019) 東日本台風
R2(2020)  球磨川水害

ダム再生の目指すところ

洪水調節機能の向上と
再エネ（水力）拡大

ダムの長寿命化と
環境対策

菅首相施政方針演説（2021.1.18）
• 災害対策・国土強靭化 → 大雨予測の精緻化、ダムの事前放流
• グリーン社会の実現 → デジタル技術によりダムの発電を効率化

永く、賢く、
増やして使う

グリーンなダムに

洪水時操作（緊急放流）
守られている社会
限界を超える場合
の情報発信

水力発電は重要な
国産再生可能
エネルギー
あって当たり前に
なっていないか？
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最大24時間雨量集計期間：2018年6月28日0時～7月9日0時
既往最大値：2006年5月～2018年6月の最大値

24時間雨量最大値 24時間雨量既往最大比

提供：日本気象協会

24時間雨量の最大値と既往実績との倍率は有効
100％以上、150％程度に達すると大きな災害発生
24時間雨量が大きくても既往実績が大きい流域は大きな災害にな
らない（インフラ整備済）
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出典：国土交通省
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24時間雨量最大値 24時間雨量既往最大比

最大24時間雨量集計期間：2019年10月3日0時～10月14日0時
既往最大値：2006年5月～2019年9月の最大値 提供：日本気象協会
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出典：国土交通省

平成30年7月西日本豪雨に比べて、洪水調節容量を6割以上貯留したダムが多い （34＞26)
その割に、異常洪水時防災操作に移行したダムは少ない （6＜8）

6割以上
23%

6割以上
11%
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出典：国土交通省



• 2018年の西日本豪雨や2019年の
東日本台風以降、ダムの緊急放流が
増加し、これを防ぐための事前放流が
全国的に推進。

「治水」と「利水」のWIN-WINをもたらすための    
ダムを「賢く」、「増やして」使うための「ダム再生技術」

• 一方で、現状ではダムの貯水容量には限りがあり、これをさらに有効
活用するには、最新の気象予測情報を活用してダムの運用をさらに
高度化したり、古いダムを改造して貯水容量を増やしたり、新たな放
流設備を設置してより効果的な事前放流を実現させるための技術
開発が必要。

• このようなダムの運用高度化によって効果的に貯留された水は、次の
洪水を見据えながらゆっくりと発電放流することで増電効果を期待。

• 次の洪水が来ない場合は、ダム水位を上げた柔軟な運用も可能。
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構造的
安定性

社会的
適合性

持続可能
なダムの
条件

環境
適合性

ダム本体
コンクリート・ロックフィル

ゲート設備（鋼構造物）
機械設備（開閉装置）
電気設備（ダムコン）

ダム堆砂
ダム湖水質
生物の縦断連続性

治水
利水（上水・農水・
工水・発電等）

ダムは水を貯める器
社会のニーズに応じて
適応・再編可能
水利権・コスト
アロケーション

ダムの体力（外力増大に対する耐力（気候変動・地震）)
ダムの健康度（経年劣化（ダム堆砂など））

ダムのアセットマネジメント

利水ダムの治水
貢献(事前放流)
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• 一方で、ダムには継続的に土砂が堆積してダムの機能を低下させると
ともに、下流河川に本来流れるべき土砂を遮断する環境問題あり。

ダムを「永く」使うと同時に、河川や海岸環境の改善
のためにダムから効果的に土砂を下流に供給する
「流砂環境再生技術」

• これを踏まえて、近年ではダムの長寿命化と下流の河川や海岸に対す
る環境影響を軽減するための土砂供給をセットで実現する先進的な
ダムの堆砂対策が推進。

室生ダムにおける土砂供給

土砂供給
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• 河道の変化
– 砂州の固定化，澪（みお）筋の深掘れ
– 河床の低下
– 河道内の樹林化

• 河床材料の変化
– アーマー化（河床材料の粗粒化）
– 細かい空隙の減少（目詰まり）
– 河床材料の固化

• ダム湖由来有機物の流下が増加
– 礫表面の付着層の発達
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砂州の固定化
河道内の樹林化

河床材料の変化
アーマー化(粗粒化)

河床低下



• 河川流域では、ダム建設のみならず、砂防ダムや、かって盛んに行わ
れた砂利採取などにより土砂の連続性が大きく低下
– 海岸浸食や河川環境が劣化（河道内樹林化、魚類生息場・産卵場減少）
– 現状評価を行い、土砂収支をバランスさせる仕組みが必要

流砂系：河川から海岸
までを含めた土砂が流れ
る系をまとめたもの
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流域治水およびカーボンニュートラルの両面からのダムの運用高度
化及びダムの施設改造技術の開発並びに堆砂対策を柱とする
長寿命化を実現させることを目的として、 「ダムの再生」と「流砂環
境の再生」の両面からの技術開発と人材育成、 さらに、社会的意
義の発信を行うとともに、これら技術による海外支援を行う。

流域のニーズに応えた
トータルとしての再生

流砂環境再生ダム再生

治水・利水（発電） 環境

技術開発

政策提言

人材育成

海外支援
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関西電力株式会社、電源開発株式会社、中部電力株式会社、九州電力株式会社、
株式会社建設技術研究所、株式会社ニュージェック、西日本技術開発株式会社、
一般財団法人水源地環境センター(WEC)、一般財団法人ダム技術センター(JDEC)
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気象予測を活用したダム運用高度化（ハイブリッドダム）

①洪水予測時：事前放流により治水機能強化
②洪水が予想されない時：貯水位を上げて水力発電の促進

ハイブリットダム

流域治水に貢献するダム運用高度化

・流域治水のために、気象予測（DX：デジタル技術）を活用した治水機能強化（既設ダムの事前放流）を実現
・ダム運用高度化により、①治水機能の強化と②カーボンニュートラルに貢献する水力発電を促進（ハイブリッドダム）



出典：国土交通省 17平成29年6月（2017）



ダムの長寿命化

維持管理の
効率化・高度化

施設能力を最大化
する柔軟で信頼性
のあるダム運用

高機能化のための
放流設備改良

気候変動への
適応

水力発電の積極的導入

河川環境の保全
と再生

ダムを活用し
た地域振興

ダム再生技術
の海外展開

ダム再生を
推進する技術
の開発・導入

ダム再生
ビジョン

ダム再生のコンセプト

「永く」使う

「賢く」使う

「永く」使う

「賢く」使う

「増やして」使う

「増やして」使う
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ダム再生の技術
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新丸山ダム（木曽川）

津軽ダム（青森県）

新桂沢ダム（北海道）

＋39.2m

＋11.9m

＋24.3m
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ダム数
洪水調節容量

（百万m3）

利水容量

（百万m3）

合計

（百万m3）

570 5,509 5,985 11,494

ダム数
洪水調節容量

（百万m3）

利水容量

（百万m3）

合計

（百万m3）

900 0 6,790 6,790

洪水調節容量

堆砂容量

利水容量
洪水吐

発電所
堆砂容量

利水容量

全国の多目的ダムの容量 全国の利水ダムの容量

合計：約 55憶ｍ３（約3割）

合計：約180憶ｍ３

全国のダムは1470 箇所、約180 億 m3の有効貯水容量、うち洪水調節容量は約55億m3のみ

天ヶ瀬ダム
（国土交通省）

多目的ダム

大井ダム（関西電力）

利水ダム（発電ダムなど）
戦後に増加。限られたダムサイトを  
治水と利水に有効活用する発想。
洪水調節を行うために、中段に常用
洪水吐、上段に非常用洪水吐
洪水貯留に備えて事前放流が可能

戦前から多く存在。操作は単純。
上段に洪水吐のみあり。
洪水貯留に備えて事前に放流して
水位を下げることは難しい

多目的ダムと利水ダムの違い

出典：国土交通省

利水容量125
億m3の活用が
重要

常用洪水吐

非常用洪水吐 洪水吐

事前放流
事前放流

55億

60億
68億

21



22

鶴田ダム（鹿児島）
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23



出典：国土交通省
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天ヶ瀬ダム（京都）
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• 堆砂対策（永く使う）
–掘削およびダム下流への土砂還元（置き土）
–土砂バイパス，通砂（スルーシング）など
→（効果）ダムの貯水容量の維持
→（効果）下流へ土砂供給（流砂遮断の解消）
（河床低下・海岸侵食対策，河川環境改善）



土砂輸送量

輸送土砂の質

排砂時の水質

ダム機能維持

各土砂還元事業
の特徴 置土 バイパス フラッシュ/通砂 流水型ダム ダム撤去

△ ○ ◎ ◎ ◎

△ 〇 △ ◎ 〇

△ 〇 △ ◎ 〇

◎ ◎ 〇 △ ×
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2005年の台風14号で大規模土砂流出，貯水池内の堆砂掘削に加えて、ダム本体改造
（山須原、西郷）、ダム運用変更（大内原ダム）による再開発を実施

28



29



30



• 貯水池の持続的管理（次世代への水資源インフラのバトンタッチ）
のために、土砂管理は重要

• 「ダムの土砂管理＝河川の流砂環境の再生」と定義する必要あり
• 総合土砂管理は「連立不等式の問題」として考える

– 砂防、ダム、河川、海岸、環境があり、利水者や港湾管理者など、さまざまな関
係者がそれぞれプラス、マイナスの意見あり。これらをどう定式化できるか

– それぞれの条件ごとに、許容可能で、かつ、目的を達成できる範囲（土砂量と粒
径（有効粒径集団））は、いくらからいくらまでか、その上で、お互いが最終的に
Win-Winになれるような「連立不等式の解」をいかに見つけるか、という問題

土砂流入量（与条件）
（土砂量・粒径）

①ダムの長寿命化に必要な
排砂量（通砂・置き土など）

②河床地形・生態機能に
必要な流砂量

③河口・海岸域に
必要な流砂量

①排砂可能量（コスト，
輸送能力制約）

②治水安全度（コスト，
掘削能力制約）

・気候変動でどうなる？
・上流ダムの土砂管理の
影響は？

有効粒径集団
・礫（2mm以上）
・砂（0.1-2mm）
・シルト／粘土

（0.1mm以下）

④土砂資源活用に
必要な流砂量

31



• 流域治水およびカーボンニュートラルの両面から、重要な水資源開発施設である
ダムの高度運用が必要

• 一方、ダムの長寿命化のための堆砂対策は、流砂系の総合土砂管理の要として
重要な位置を占めており、下流河川への土砂供給の観点からも重要性が増大

• これらダムの高度運用と堆砂対策を柱とする長寿命化の実現には、 「ダムの再生」
と「流砂環境の再生」の両面からの技術開発が必要

• そのために、以下が必要
– ①流域における既存ダムの現状評価と「ダム再生」ポテンシャル評価技術の開発
– ②ハード技術（放流設備や排砂設備などの施設改造）の開発
– ③ソフト技術（気象予測、土砂流入予測、貯水池内や下流河川における
土砂動態予測、ＡＩを用いた洪水・土砂管理技術など）の開発

– ④ダムの土砂管理と流砂環境の再生を調和させる応用生態工学的なアプロー
チの開発

• 本研究領域では、このような現状の課題と今後解決すべき方向性を見据え、    
「ダムの再生」と「流砂環境の再生」の技術開発と人材育成、さらに社会的意義の  
発信、これら技術による海外支援を行う、ための研究拠点を設立
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北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

流
域

内
合

計
相

当
雨

量
（
m

m
）

流域内電力ダム総貯水容量

現況治水ダム容量

一級水系

二級水系

球磨川 20

和泉ら，気候変動適応策の検討に向けた既存ダムの治水機能評価に
関する研究，土木学会論文集B1(水工学) Vol.77, No.2, I_55-I_60, 2021.

信濃川 50

新宮川 300
(ただし、全て利水ダム）

相当雨量＝ダムの洪水調節容量／流域面積
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24時間雨量最大値

24時間雨量既往最大比

最大24時間雨量集計期間：2020年
7月3日0時～8月1日0時
既往最大値：2006年5月～2019年
12月の最大値

提供：日本気象協会
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評価方法：
①流域面積500km2程度以下を目安に，水系内を

10流域程度に分割（サブ流域）

②サブ流域単位での貯留能力を評価
流域相当雨量＝ダム群の合計洪水

調節容量／流域面積合計

③外力とする雨量は，全国の水系を対象
としたDAD解析により設定されている
想定最大規模降雨（計画降雨継続
時間48時間）を使用．

   上記の流域相当雨量，想定最大規模
降雨を用いて、比較定数 αca を計算

   比較定数 αca ＝
想定最大規模降雨（𝒎𝒎𝒎𝒎）
流域相当雨量（𝒎𝒎𝒎𝒎） 球磨川水系の

ブロック分割ダム群の合計洪水調節容量（事前放流、新規
ダムも考慮）（m3）／流域面積（km2） （中西ら, 流域の貯留能力を踏まえた流域治水方策

に関する研究, 河川技術論文集第28巻，2022）
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① 城山ダム*
② 水沼ダム*
③ 塩原ダム*
④ 高柴ダム**
⑤ 竜神ダム
⑥ 美和ダム*+**

①

②

⑦
⑨

⑩
⑪ ⑥

③⑫

⑤

⑦ 下久保ダム（回避）
⑧ 草木ダム（回避）**
⑨ 川俣ダム（回避）*
⑩ 川治ダム（回避）*
⑪ 二瀬ダム（回避）
⑫ 西荒川ダム（回避）*
⑬ 宮ケ瀬ダム（回避）** ④

⑬

⑧

*予備放流
**事前放流

国土交通省資料に加筆

相当雨量(mm) ＝ダムの洪
水調節容量（Ｖ：m3）を流域
面積（Ａ：km2）で割って、調
節可能な雨量（mm）に換
算（洪水調節能力の目安）

（Ｖ：m3）

容量の小さいダム
（相当雨量100mm
以下）で異常洪水
時防災操作

市房ダム

事前放流
効果

川辺川ダム
八ッ場ダム

川辺川ダムは178mmと、

相当雨量でも大きな実力、
八ッ場ダム(91mm）より大きい

36

市房ダムは梅雨期の相当
雨量は54mmと小さい
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αca＞40
災害発生リスク

①：市房ダム下流は安全度が高い（ αca： 10-20）
②：人吉から球磨村はリスク大（αca： 40-60）
③：川辺川下流もリスク大（αca： 100以上）

④：川辺川ダム完成後は大きく向上（ αca： 5-20）

①

④

②

③

既存ダム事前放流＋新規ダム考慮

現 況
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信濃川 

小千谷 

大河津 

堀之内 

小出 

十日町 

立ケ花 

小市 

犀川 

杭瀬下 

陸郷 
千曲川 

既存ダム事前放流
＋新規ダム考慮現 況

αca＞40
災害発生リスク

① ②

①：梓川／高瀬川上流
の電力ダム群の事前
放流が大きく貢献
αca： 40-50 → 20-30

②：千曲川上流には、
貯留能力を有する
ダムはほとんど無い
αca： 90以上(変化なし)

降雨の空間的なパター
ンによりダムの効果に
は大きな偏り

各ブロックに最低限の
貯留機能を確保すべき

38

東日本台風
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アユ産卵床の好適地
浮石＋潜り込み
＝酸素供給

河道内湧水
は濁度が低く、
水温上昇が
緩和
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• 目的関数
– 高山ダム、天ヶ瀬ダムから出来るだけ多く土砂排出したい（ダム管理の視点）
– 木津川、宇治川の河道環境、河口部の干潟の再生・維持を行いたい（環境の視点）
– 淀川産の良質な砂を有効活用したい（土砂資源管理の視点）

• 制約条件
– 木津川、宇治川を安全に通過させられる土砂量（治水の視点）
– 淀川（大堰上流、枚方）から浚渫－輸送－処理可能な土砂量（土砂管理の視点）

41
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現在の流砂量
1970-1980年代
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・天ヶ瀬ダムのダム再生の最後のピース（通砂機能）
・豊富な琵琶湖からの水量活用
・レマン湖の水量を活用しているローヌ川の連携排砂

44

大戸川

シャモニー・
モンブラン



• ダム再生（ダム運用高度化）
– 研究開発とSociety 5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE）

(2023-2025)
• ダム運用高度化による流域治水能力向上と再生可能エネ
ルギー増強の加速化プロジェクト

– SIP第3期 スマート防災ネットワークの構築 (2023-2027)
• サブ課題D：流域内の貯留機能を最大限活用した被害軽
減の実現

• 流砂環境再生（ダム堆砂対策）
– SIP第3期 スマートインフラマネジメントシステムの構築

(2023-2027)
• サブ課題A「革新的な建設生産プロセスの構築」の概要

– a-2:人力で実施困難箇所の施工・計測（ダム堆砂のモニタリングと
遠隔浚渫）
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46

SIP第２期国家レジリエンス（防災・減災）の強化
46
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京大防災研，国土技術研究センター（JICE），日本気象協会，                                                          
ダム技術センター（JDEC），水資源機構，電源開発
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①適用するフェーズを増やす（出水前から洪水調節後の後期放流までの全体のステージで治水および増電
効果を向上）、②適用するダムタイプを増やす（都道府県管理の多目的ダムや大規模水道ダム、さらに揚
水発電を含むような複数の発電ダム群などへも展開）、③適用するためにルール化する（アンサンブル予測
を用いたダム操作の裏付けとなる活用ガイドラインを策定）、ための研究開発を推進。



サブ課題D：流域内の貯留機能を最大限活用した被害軽減の実現

49

京大防災研，水源地環境センター（WEC），国土技術研究センター（JICE）， 日本気象協会，
農研機構，土研，筑波大，IHI

多目的ダムや発電ダムに加えて、農業系施設（ダム、ため池、田んぼダム）の貯留
機能の活用や下流河川の水門・排水機場などの運用高度化についても検討
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土木研究所，水源地環境センター（WEC），大成建設，農研機構，
京大防災研，セアプラス，水資源機構，信州大学

a-2:人力で実施困難箇所の施工・計測（ダム堆砂のモニタリングと遠隔浚渫）

51

ダム堆砂測量の自動化や堆積土砂に含まれる異物（沈木など）の事前把握、さらに、こうし
たデータを活用した土砂の掘削や浚渫作業の自動化や遠隔化などの技術開発を推進。

セアプラス
土木研究所

農研機構

大成建設

水源地環境センター
（WEC）

京大防災研



貯水池内の堆砂モニタリング技術の革新

電極法を用いた流砂量
計測技術（信州大）

堆砂性状モニタリング技術（水資源機構）

ピンポイント堆砂測量
システムの開発（京大）

52

サブボトム
プロファイラー

3次元堆砂測量の遠隔化

および自動化 （スマート
MB）（セアプラス）



• ダムサイトは資源(有限) → 治水／利水の観点から最適配置（再開発／再編）
• 治水価値

– 流域面積に対する洪水貯留の実力（相当雨量（mm））および下流基準点
に対する貢献度（流域面積支配率）の両面から重点化

• 発電価値
– ベースロード価値(kWh)，調整力価値(kW)，危機管理価値(ΔkW)
– いかに溢水（発電機を通らない無効放流）を減らすか

• 今後の方向性
– 水系全体の複数ダムの組合せ最適化（ソフト／ハード）（流域マネジメント）

    治水(win)、エネルギー(win)、地域活性化（win）
・持続可能なシステムを目指す（堆砂対策が最優先）

→ ダム通砂，発電排砂のすすめ（全体最適，水車の摩耗対策）
・気候変動への適応（治水のみならず、利水（発電含む）影響も）

 異常渇水、積雪量減少（豪雪（ドカ雪）／少雪の変動性増加）
→  適応策としての貯水量の確保（嵩上げなど拡大策，堆砂対策）
→ 調整力および危機管理価値を高めるための揚水発電所の再評価・

  高度利用、新規建設（ウクライナ危機で世界は大きく変化）
→ 長雨の場合、逆に、晴天で太陽光が余剰する場合など、一般水力
（特に、大規模貯水池）、揚水の活用方法最適化

53

http://www.japic.org/information/248.html

http://www.japic.org/information/248.html


• 技術的課題
– 有効な対策オプションの選択

• 排砂，通砂，土砂バイパス
，土砂還元（置き土）など

– ゲート改造・操作変更
• ゲート改造, ゲート新設

– 目標とする土砂収支, 粒径集団
• 環境課題

– 河床地形効果
– 生態系効果

• 社会課題
– コスト分担, 越境課題
– 下流の付加的な洪水リスク

• 操作／運用課題
– 降雨予測
– ダムの統合操作

ICOLD 堆砂技術委員会テーマ
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• 日本には約3,000基のダムがあると言われますが、新設ダムを作っ
てきた世代は卒業し、今やダム管理世代が中心となっています。

• ダムに関する社会的関心が高まっている一方で、ダムの新規建設
事業は限られ、これを担うダム技術者も限定されており、このままで
はダムの安全性や有効性を高めるような改造工事を日本人の手で
実施できないような事態も懸念されます。

• 本拠点は、このような危機感がベースにあります。
• 「ダム再生」、「流砂環境再生」を実現させるには、既存ダムの管理
上の課題を整理するとともに、現在のダムの「治水」「利水」の目的
をさらに融合させて、新たな価値を創造する「パラダイムシフト」が 
必要です。

• 本拠点では、産学連携の枠組みを活かしながら、これらを実現する
ための新しい技術の開発と、これを担う次代の人材育成を目指し
ていきたいと思います。
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１．ダムの長寿命化に貢献する
-堆砂対策

２．環境適合にかなう
-ダム長寿命化と河川環境改善を一体として考える「流砂環境再生」

３．危機管理にかなう
-ダムの安全性向上（土砂・流木による洪水吐き機能低下の防止）

４．経済性にかなう
-現在機能および将来ポテンシャルの両方を考慮して投資効果判断

５．技術革新を促す
-ダム操作のDX, ダム改造に関する基幹技術の飛躍的なイノベーション

６．再生可能エネルギー供給にかなう
-発電 kW（出力）、kWh（発電量）に加えてΔkW（調整力）価値

７．地域創生にかなう
-ドイツのシュタットベルケ、地元自治体の参画、地域の社会的課題解決

８．人材育成にかなう
-国内外の旬なプロジェクトで集中的に人材育成
-既存インフラの付加価値を高める柔軟な発想力の育成

９．さまざまな管理主体と連携する
-利水ダムの治水協力（流域治水）、治水ダムの利水協力（流域利水）

56
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雑誌河川（巻頭言） 既存ダムの機能強化
が目指すべき方向性 2022.9
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